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(57)【要約】
【課題】本発明は、極低温下、電波の高感度測定を可能
にする電波測定装置を提供する。
【解決手段】真空容器の中に、目的とする電波を透過さ
せる放射遮フィルタ、電波に含まれる目的としない電磁
波を反射させる電波透過性材料、及び電波検出器を置き
、電波が前記放射遮フィルタを透過し、前記電波に含ま
れる目的としない電磁波は前記電波透過性材料により前
記放射遮フィルタに向けて反射させられ、前記放射遮フ
ィルタに熱として集熱されるとともに、熱伝導により系
外に排熱され、前記電波透過性材料を透過した電波が、
前記電波検出器により高感度測定される電波測定装置と
した。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
電波を入れる窓と前記窓の下方に載置される放射遮フィルタと前記放射遮フィルタの下方
に載置される電波透過性材料とを備える冷却することができる真空容器（第一放射シール
ド）と、前記第一放射シールドの中にあって前記電波透過性材料の下方に置かれた電波検
出器と、を備える電波測定装置であって、
前記窓を通して入射された電波に含まれる目的とする電波が前記放射遮フィルタにより透
過させられ、続いて、該透過電波に含まれる目的としない電磁波が前記電波透過性材料に
より前記放射遮フィルタに向けて反射させられ、前記放射遮フィルタに熱として集熱され
、該放射遮フィルタの熱伝導により系外に排熱され、
そのことにより、前記電波透過性材料を透過した電波が前記電波検出器により高感度測定
されることを特徴とする電波測定装置。
【請求項２】
前記第一放射シールドと、前記第一放射シールドの中に、前記第一放射シールドと同様の
構造の大きさが異なる放射シールドが入れ子にされ、最後の放射シールドの中に前記電波
検出器が置かれている、電波測定装置であって、
前記窓を通して入射された電波に含まれる目的とする電波が前記放射シールド群の各放射
遮フィルタにより透過させられ、続いて、該透過電波に含まれる目的としない電磁波が前
記放射シールド群の各電波透過性材料により前記放射遮フィルタに向けて反射させられ、
前記放射シールド群の各放射遮フィルタに熱として集熱され、各放射遮フィルタの熱伝導
により系外に排熱され、
そのことにより、前記放射シールド群の各電波透過性材料を透過した電波が前記最後の放
射シールドに置かれた電波検出器により高感度測定されることを特徴とする請求項１に記
載の電波測定装置。
【請求項３】
天体望遠鏡用の電波測定装置に用いられる請求項１又は２に記載の電波測定装置。
【請求項４】
放射計用の電波測定装置に用いられる請求項１又は２に記載の電波測定装置。
【請求項５】
気象衛星用の電波測定装置に用いられる請求項１又は２に記載の電波測定装置。
【請求項６】
探査衛星用の電波測定装置に用いられる請求項１又は２に記載の電波測定装置。
【請求項７】
レーダー用の電波測定装置に用いられる請求項１又は２に記載の電波測定装置。

 
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、電波測定装置に関する。さらに詳しくは、極低温下で高感度の電波測定を可
能にする大口径の電波測定装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　４５ｍｍ電波望遠鏡に使用されている電波検出器は、２０Ｋ程度に冷却された真空ジュ
ワーの中に置かれることが知られている。
【０００３】
　特許文献１は、熱赤外線を効率よく吸収し、熱伝導率が高く、サブミリ波領域で透明度
が高く、反射ロスが少ないという特性と共に、少なくとも１７０ｍｍという大型の直径を
有する冷却用窓材、同窓材を備える天体観測装置用の極低温冷却装置、並びに、テラヘル
ツ波観測を利用した検査機器の構成を開示している。前記窓材としては、単結晶サファイ
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ア基板を母材とし、カット面をＣ面として形成すると共に、酸化珪素（ＳｉＯｘ）の厚膜
の反射防止膜を前記サファイア基板の表面に形成した冷却用窓材１４を冷却容器１１の電
波導入窓１３に備え付けた構造を開示している。しかし、この方法は外断熱には有効であ
るが、冷却用窓材を通過する電磁波が冷却容器の中で放射する熱の排熱手段については何
ら記載も示唆もない。
【０００４】
　特許文献２には魔法瓶構造の真空容器の中に被試験体を置き、真空容器を極低温に冷却
するシステムが開示されている。しかし、この方法は外断熱には有効であるが、真空容器
の中で放射される熱の排熱手段については何ら記載も示唆もない。
【０００５】
　特許文献３には入れ子の真空ジュワー、各ジュワーの壁表面に多層の輻射シールド板が
設けられ、最内部のジュワーに冷媒が充填され、その冷媒の中に超伝導巻線が置かれてい
る極低温容器が開示されている。しかし、この方法は外断熱には有効であるが、冷却容器
の中で放射される熱の排熱手段については何ら記載も示唆もない。
【０００６】
　天体観測のための電波を入れる窓にフィルタを設けることが一般に実施されている。フ
ィルタとしては、紫外フィルタ、可視光フィルタ、赤外フィルタ、等の光学ガラスフィル
タやプラスチックフィルタが使用されている。
【０００７】
　フィルタの吸収熱を冷凍機等により排熱することが行われている。大口径の電波検出器
に使用した場合にはフィルタの冷却が冷凍機の負荷となるという問題がある。光学ガラス
フィルタ及びプラスチックフィルタは、屈折率が大きく電波の一部を反射させる性質があ
るので、フィルタを厚くするほど電波の透過が少なくなる。そのため、紫外線、可視光線
、赤外線、遠赤外線等の電磁波を或る程度、窓のフィルタを通過させている。光学ガラス
フィルタ及びプラスチックフィルタは反射防止加工を必要とし、反射防止加工は高度な技
術を必要としている。
【０００８】
　電波測定器の感度は、電波入射窓の開口面積に比例して向上するのであるが、反面、窓
の大口径化は侵入熱の増大を招くので、窓の大口径化は非常に困難である。
【０００９】
　電波検出感度を高めるためには電波の入出が行われる真空容器の窓の大口径化が非常に
有効である。そして、真空容器内の排熱には高い電波透過特性及び高い断熱特性を有する
材料を真空容器内に備えることが望ましいものと考えられるが、このような工夫は、これ
までほとんど報告されていない。
【００１０】
　前記のように電波検出器が真空低温容器に置かれた電波測定装置は、断熱材により低温
容器の低温が維持されるのであるが、断熱原理は、一般的な冷凍機で使用される真空多層
断熱材（ＭＬＩ：multi-layer insulation）の原理と同様であるので、すなわち、放射平
衡を利用した断熱原理であるので、低温容器を包むように低温容器の壁に沿ってＭＬＩが
設けられていた。しかし、この方法では、真空低温容器の中で放射される熱の排熱が十分
に行われないので、極低温に達することが困難であるという問題がある。しかし、これを
解決するための有効な手段はこれまで報告されていない。
【００１１】
　電波測定装置は、例えば、放射計用の電波測定装置として用いられている。放射計は、
例えば、特許文献４に開示されている。
【００１２】
　特許文献４は電波検出を室温下で行うことを開示しているが、電波検出器を低温下に置
くことについては記載も示唆もしていない。温度較正のために黒体を液体窒素中に浸漬す
る冷却手段が開示されているにすぎない。
【先行技術文献】
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【特許文献】
【００１３】
【特許文献１】特開２００６－２１１６２６号公報
【特許文献２】特許３８３３６７１
【特許文献３】特開昭６０－１６３４７５号公報
【特許文献４】ＥＰ－Ｂ１－００６６７５１８
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１４】
　前記の説明のように、電波測定装置は、例えば、天体望遠鏡用の電波測定装置、放射計
用の電波測定装置、気象衛星用の電波測定装置、探査衛星用の電波測定装置、レーダー用
の電波測定装置、等として利用されている。これらの電波測定装置は、天体、空、物体、
物質などの測定対象が放射する電波の強度測定に基づいて測定対象の温度を求めている。
電波測定の高感度化は、あらゆる電波測定装置に求められている。例えば、天体望遠鏡に
よる宇宙背景放射の高感度測定は、宇宙の起源の解明に貢献する。放射計による高感度の
電波測定は、自然災害の迅速な予知と防災に貢献する。気象衛星による高感度の電波測定
は、気象変化の迅速な予知と自然災害防止に貢献する。探査衛星による高感度の電波測定
は、例えば埋蔵資源の新発見に貢献する。レーダーによる高感度の電波測定は、動体追跡
の高速化に貢献する、等である。
【００１５】
　電波測定装置の窓を通して電波検出器が置かれた容器に入ってくる電波は、目的とする
電波の他に目的としない電磁波を含んでいる。自然界の電磁波は、電波法で定められる３
ＴＨｚ以下の電波の他にガンマ線、Ｘ線、紫外線、可視光線、赤外線、遠赤外線が混在す
る。本発明にとって、ガンマ線、Ｘ線、紫外線、可視光線、赤外線、遠赤外線は目的とし
ない電磁波であり、目的とする電波の測定にとってノイズである。したがって、目的とす
る電波を高感度で測定するには目的としない電磁波を電波測定器の手前で除去する必要が
ある。目的としない電磁波のうち紫外線、可視光線、赤外線、及び遠赤外線は１０－２ｅ
Ｖ以上の物質に吸収されやすい熱放射源であり、測定系外に排熱しない限り大きなノイズ
である。一方、電波は１０－２ｅＶ以下の小さなエネルギーであるので、電波測定にとっ
て前記電磁波ノイズのカットは必須である。したがって、理想的な電波測定は、目的とし
ない電磁波が完全にカットされた目的とする電波だけを絶対零度下に置かれた電波検出器
により測定することである。しかし、前記の説明のように、従来の電波測定は、真空容器
内又は低温容器内に単に電波検出器を置くだけの装備を用いて、低温下での電波測定を行
っていた。そのため、低温下での電波測定は電波検出器自身の放射熱を冷却源に移動させ
る効果はあるものの、電波に含まれる熱放射源としての電磁波は除去されていないので、
電磁波の熱放射の影響のために、電波検出器による高感度測定が困難であった。
【００１６】
　以上の事情に鑑み、本発明の目的は、電波を従来よりも１０倍以上の高感度で測定する
ことを可能にする電波測定装置を提供することである。
【課題を解決するための手段】
【００１７】
　本発明者等は、上記の目的を達成するために鋭意研究を重ねた結果、真空容器に入る電
波のうち目的とする電波を透過させ、透過電波に含まれる目的としない電磁波を反射させ
、その反射を熱として集めて効率的に排熱するという新しい手段（電磁波真空反射断熱法
と命名）を見いだし、この知見に基づいて本発明を完成させるに至った。
【００１８】
　すなわち、本発明は、
　１．
電波を入れる窓と前記窓の下方に載置される放射遮フィルタと前記放射遮フィルタの下方
に載置される電波透過性材料とを備える冷却することができる真空容器（第一放射シール
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ド）と、前記第一放射シールドの中にあって前記電波透過性材料の下方に置かれた電波検
出器と、を備える電波測定装置であって、
前記窓を通して入射された電波に含まれる目的とする電波が前記放射遮フィルタにより透
過させられ、続いて、該透過電波に含まれる目的としない電磁波が前記電波透過性材料に
より前記放射遮フィルタに向けて反射させられ、前記放射遮フィルタに熱として集熱され
、該放射遮フィルタの熱伝導により系外に排熱され、
そのことにより、前記電波透過性材料を透過した電波が前記電波検出器により高感度測定
されることを特徴とする電波測定装置の構成とした。
　２．
前記第一放射シールドと、前記第一放射シールドの中に、前記第一放射シールドと同様の
構造の大きさが異なる放射シールドが入れ子にされ、最後の放射シールドの中に前記電波
検出器が置かれている、電波測定装置であって、
前記窓を通して入射された電波に含まれる目的とする電波が前記放射シールド群の各放射
遮フィルタにより透過させられ、続いて、該透過電波に含まれる目的としない電磁波が前
記放射シールド群の各電波透過性材料により前記放射遮フィルタに向けて反射させられ、
前記放射シールド群の各放射遮フィルタに熱として集熱され、各放射遮フィルタの熱伝導
により系外に排熱され、
そのことにより、前記放射シールド群の各電波透過性材料を透過した電波が前記最後の放
射シールドに置かれた電波検出器により高感度測定されることを特徴とする前記１に記載
の電波測定装置の構成とした。
　３．
天体望遠鏡用の電波測定装置に用いられる前記１又は２に記載の電波測定装置の構成とし
た。
　４．
放射計用の電波測定装置に用いられる前記１又は２に記載の電波測定装置の構成とした。
　５．
気象衛星用の電波測定装置に用いられる前記１又は２に記載の電波測定装置の構成とした
。
　６．
探査衛星用の電波測定装置に用いられる前記１又は２に記載の電波測定装置の構成とした
。
　７．
レーダー用の電波測定装置に用いられる前記１又は２に記載の電波測定装置の構成とした
。
【発明の効果】
【００１９】
　本発明は、上記構成であるので、以下の効果を発揮する。すなわち、
１．本発明は、冷却することができる真空容器内で、目的とする電波が放射遮フィルタを
透過させられ、透過電波に含まれる目的としない電磁波が前記放射遮フィルタの下方に載
置された電波透過性材料により前記放射遮フィルタに向けて反射させられ、該放射遮フィ
ルタに熱として集熱され、該放射遮フィルタの熱伝導により系外に排熱することができる
ので、効率的に真空容器内の温度を極低温に到達させることができる。その結果、冷却負
荷を従来の１/１０以下に低減させることが可能であり、大口径の電波測定を高感度で行
うことが可能である。
２．前記電波透過性材料として紫外線、可視光、赤外線および遠赤外線の反射が大きく且
つ断熱性の高い電波透過性材料を用いることができるので、前記熱放射性の電磁波による
ノイズを低減させると共に、真空容器内の温度を極低温に維持できる。その結果、従来よ
りも１０倍以上の高感度測定を可能にする。
３．本発明で用いられる電波透過性材料としては、電波透過性材料を２枚以上積層させた
材料であるのが好ましい。
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４．前記電波透過性材料が有する反射性能の指標としての、反射させる電磁波を熱換算し
た時の単位時間当たりの熱量Ｈｒは、通常、１ＭＪ/ｍ２以上である。ここで、ｍ２は、
電波透過性材料の単位平面積である。
５．前記電波透過性材料の電磁波反射性についての他の指標として、目的とする周波数帯
域の電波の透過率及び目的としない周波数帯域の電磁波の透過率を与えることができる。
例えば、電波望遠鏡、放射計、気象衛星、探査衛星、レーダーの電波測定のためには、周
波数帯域の４００ＧＨｚ以下の電波の透過率が９０％以上であり、１ＴＨｚ以上の電磁波
の透過率が９５％以下である。
６．前記電波透過性材料の電磁波反射性は、前記４又は前記５のうちどちらかを満たすも
のであればよい。
７．前記電波透過性材料としては、発泡樹脂材料が好ましい。発泡樹脂材料は、目的とす
る電波を透過させる高い電波透過性と目的としない電磁波を反射させる性質を有するので
前記窓を大口径化しても冷凍機に新たな負荷を与えることがない。
８．本発明は、電波望遠鏡用の電波測定装置、放射計用の電波測定装置、気象衛星用の電
波測定装、探査衛星用の電波測定装置、レーダー用の電波測定装置、等の多くの電波測定
装置として利用可能である。
【図面の簡単な説明】
【００２０】
【図１】請求項１に従う電波測定装置を説明する概略図である。
【図２】請求項２に従う電波測定装置を説明する概略図である。
【図３】本発明電波測定装置を説明する写図である。写真（Ａ）は、本発明電波測定装置
の全景写図である。写真（Ｂ）は、発泡ポリスチレン樹脂シートを積層させたものの写図
である。
【図４】放射遮フィルタと電波透過性材料の配置及びこの配置により行われる熱放射を説
明する概略図である。
【図５】冷却試験によって得られる実験結果を説明するグラフ及び表である。グラフＡは
、第三放射シールド内の電波透過性材料の下面の中央部と端部の温度差を示す。グラフＢ
は、第三シールド内の電波透過性材料の積層枚数と入熱量（Ｗ）の関係を示す。ＲＴ-Ｍ
ＬＩは、電波透過性材料の一つ（radio-transparent multi-layer insulator）である。
【図６】冷却試験によって得られる実験結果を説明するグラフである。グラフＣは、電波
透過性材料の積層枚数と電波透過率の関係を示す。
【図７】表１は、第一放射シールド内の電波透過性材料として発泡ポリスチレン樹脂（商
品名：スタイロフォーム、ダウケミカル社登録商標）のシート（厚み３ｍｍ）を１２枚積
層し、第二放射シールド内に前記と同じ材料を５枚積層した時の第三放射シールド内の電
波検出器表面の温度を示す表である。比較のために、ファーストステージＧＭ冷凍機の温
度、及びセカンドステージＧＭ冷凍機の温度を示す。
【発明を実施するための形態】
【００２１】
　本発明は、前記「電磁波真空反射断熱法」という新しい技術思想に基づく。「電磁波真
空反射断熱法」とは、真空の空間に入射する電磁波に含まれる電波が真空中を通過するの
を遮蔽することなく、前記電磁波に含まれる熱放射性の電磁波がその通過の過程で電波透
過性材料の介在により電磁波の進行方向に対して逆向きに反射させられることにより断熱
する（熱の侵入を遮断する）、ことをいう。本発明は、従来のように断熱材が吸収する熱
を直接的に冷却排熱することではない。本発明は、熱の積極的な冷却を必要としない。本
発明における冷却は、真空容器を所定の温度に冷却することで足りる。真空容器を所定の
温度にまで冷却するのに要する時間は、従来よりも大幅に短縮できる。
【００２２】
　前記窓とは、前記真空容器に設けられた電磁波の入出のための開口部のことである。窓
は、目的とする電波を透過させ、真空圧に耐える材料であれば特に限定されない。例えば
、ポリエチレン樹脂材料、ポリプロピレン樹脂材料、ポリスチレン樹脂材料、ポリエチレ
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ンテレフタレート樹脂材料、ポリテトラフルオロエチレン樹脂材料、アクリル樹脂材料、
ポリカーボネート樹脂材料及びこれらの発泡樹脂材料が挙げられる。
【００２３】
　前記電磁波とは、電波法で定められる３ＴＨｚ以下の電波と、ガンマ線、Ｘ線、紫外線
、可視光線、赤外線、遠赤外線等が混在する電磁波のことである。
【００２４】
　前記電波とは、電波法で定められる３ＴＨｚ以下の電波のことである。本発明は、目的
に応じて３ＴＨｚ以下の電波のうち特定の振動数領域の電波を透過させることができる。
例えば、電波望遠鏡用、放射計用、気象観測衛星用、探査衛星用、レーダー用の電波測定
のためには４００ＧＨｚ以下の電波を９０％以上の透過率で透過させることができる。
【００２５】
　前記反射は、反射方向への熱放射及びミラー的反射の両方の寄与を含む。反射の程度は
、電波透過性材料に依存する。
【００２６】
　前記電波透過性材料による電磁波の反射量は、電波透過性材料の枚数（Ｎ）が多いほど
大であり、熱換算量ｑ１の入射電磁波がＮ枚の電波透過性材料を通過した時の電磁波の熱
換算量ｑＮ＋１は、ｑＮ＋１≦ｑ１/Ｎ+１である。
【００２７】
　前記放射遮フィルタとは、電波に含まれる電磁波放射を遮蔽し、電波を透過させるため
のフィルタのことである。この放射遮フィルタは、目的とする電波を透過させることがで
きる。放射遮フィルタとして、目的とする電波を透過させるのに適したフィルタを適宜選
択できる。例えば、電波法で定められる３ＴＨｚ以下の電波を透過させるには、プラスチ
ック材料が適している。プラスチック材料には、発泡樹脂材料を用いることもできる。プ
ラスチック材料は、金属メッシュを挟んでもよい。前記発泡樹脂としては、例えば、ポリ
エチレン樹脂、ポリプロピレン樹脂、ポリスチレン樹脂、ポリエチレンテレフタレート樹
脂、ポリテトラフルオロエチレン樹脂、アクリル樹脂、ポリカーボネート樹脂等が挙げら
れる。前記窓に発泡樹脂の放射遮フィルタを挿入しても良い。
【００２８】
　前記電波透過性材料とは、放射遮フィルタを通過する電波に含まれる電磁波を遮蔽し、
電波を透過させるための材料のことである。電波透過性材料は、目的としない電磁波を反
射させ、目的とする電波を透過させることができる。電波透過性材料としては、目的とし
ない電磁波を反射させ目的とする電波を透過させるのに適した材料を適宜選択できる。
【００２９】
　前記放射遮フィルタの単位時間当たりの熱伝導量Ｈｔと前記電波透過性材料により反射
される電磁波の１時間の熱換算放射量Ｈｒは、通常、Ｈｔ≧Ｈｒになるように調節されて
いる。Ｈｒは、通常、１ＭＪ/ｍ２以上である。ｍ２は、放射遮フィルタ及び電波透過性
材料の単位平面積である。このＨｒは、1時間の日射量を参考にしている。日本の1時間の
日射量は１ＭＪ/ｍ２～４ＭＪ/ｍ２である。
【００３０】
　前記電波透過性材料の電磁波反射性についての他の指標としては、目的とする周波数帯
域の電波の透過率及び目的としない周波数帯域の電磁波の透過率を与えることができる。
例えば、電波望遠鏡、放射計、気象衛星、探査衛星、レーダーの電波測定のためには、周
波数帯域の４００ＧＨｚ以下の電波の透過率が９０％以上であり、１ＴＨｚ以上の電磁波
の透過率が９５％以下である。
【００３１】
　前記電波透過性材料は、電波透過性材料を２枚以上積層させたものが好ましい。積層す
ることで隙間が形成され、一層、断熱効果が向上し、空気と同程度の屈折率であるので、
反射防止加工が必要ない。電波透過性材料の積層体は、冷却負荷の大きな増大を招かない
ので、窓を大口径化しても冷却負荷はあまり大きくならない。
【００３２】
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　前記電波透過性材料としては、発泡樹脂材料が好ましい。発泡樹脂材料は、高断熱性を
有し、高い電波透過性を有する。この発泡樹脂材料（シート、フイルム等のこと）を積層
することで隙間が形成され、よりいっそう、断熱効果が向上し、空気と同程度の屈折率で
あるので、反射防止加工が必要ない。発泡樹脂材料の積層体の使用は、冷却負荷の大きな
増大を招かないので、窓を大口径化しても冷却負荷はあまり大きくならない。後述のよう
に発泡樹脂を用いて作られる電波透過性材料は、電磁波を反射させる性質が優れているこ
とから、発泡樹脂材料の膜構造が影響しているものと考えられる。
【００３３】
　前記発泡樹脂材料としては、発泡ポリスチレン樹脂材料、発泡ポリエチレン樹脂材料、
発泡ナイロン樹脂材料、発泡ポリプロピレン樹脂材料、発泡ポリテトラフルオロエチレン
樹脂材料、発泡アクリル樹脂材料、等、気泡を含む樹脂材料を例示することができる。な
かでも、発泡ポリスチレン樹脂材料は、好ましい。
【００３４】
　前記発泡樹脂材料の１枚の厚さは、２ｍｍ～５ｍｍ程度が好ましい。より好ましくは、
２ｍｍ～３ｍｍである。
【００３５】
　前記電波透過性材料としては、前記発泡樹脂材料以外にも利用できる材料がある。例え
ば、合成繊維、天然繊維、等が挙げられる。
【００３６】
　前記放射遮フィルタ及び電波透過性材料は、入射する電磁波の進行方向に平行にならな
いように敷設される。前記放射遮フィルタ面及び電波透過性材料面は、通常、電磁波の進
行方向に対して垂直になるように配置される。
【００３７】
　前記電波検出器は、電波法で定義される３ＴＨｚ以下の周波数の電波を検出することが
できる。
【００３８】
　前記冷却することができる真空容器とは、圧力が大気圧より低い状態にある空間が作ら
れる、冷却することができる容器のことである。真空容器の真空度は、通常、１０－１Ｐ
ａ以下であり、好ましくは、１０－３Ｐａ以下であり、より好ましくは１０－５Ｐａ以下
である。前記冷却することができるとは、冷凍機を使用することにより冷却することがで
きる、ということである。
【００３９】
　前記冷却とは、ヒートポンプの原理を用いて熱を移動させることである。冷却は、冷凍
機を用いて行われる。冷凍機のうち液体冷媒を寒材として用いない無冷媒冷凍機は、本発
明に好ましく用いられる。ここで、無冷媒冷凍機とは、コンプレッサーを用いヘリウムガ
スの圧縮・膨張を繰り返して冷却を行う機械式冷凍機のことである。ＧＭ冷凍機、パルス
チューブ冷凍機とも呼ばれる。無冷媒冷凍機としては、通常、ファーストステージ及びセ
カンドステージを備える極低温冷凍機が用いられる。前記冷凍機により前記真空容器を冷
却する温度は、極低温であることが好ましい。ここで極低温とは、通常、１０Ｋ以下の温
度のことであり、好ましくは４Ｋ以下であり、より好ましくは１Ｋ以下の温度のことをい
う。
【００４０】
　前記高感度測定とは、ノイズを低減させることにより相対的に信号をノイズよりも十分
大きくして測定すること、である。感度の指標は、計測機器や電波測定の対象などによっ
てさまざまである。
【００４１】
　以下に図面を参照しつつ本発明の一側面を実施形態（以下、「本実施形態」とも表記す
る）として本発明を詳細に説明する。また、本発明は、本実施形態に限られるものではな
く、本実施形態、本発明の考え及び請求項の範囲により想到される種々のバリエーション
も含むものである。
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【実施例１】
【００４２】
　図１は、請求項１に従う電波測定装置Ａを示す。電波測定装置Ａは、電波（Ｚ）を入れ
る窓（１）と、窓（１）の下方に載置される放射遮フィルタ（２）と、放射遮フィルタ（
２）の下方に載置される電波透過性材料（３）とを備える、冷却することができる真空容
器（第一放射シールド）（Ｑ）と、第一放射シールド（Ｑ）の中にあって電波透過性材料
（３）の下方に置かれた電波検出器（４）と、を備える電波測定装置Ａであって、窓（１
）を通して入射された電波に含まれる目的とする電波が放射遮フィルタ（２）により透過
させられ、続いて、該透過電波に含まれる目的としない電磁波が電波透過性材料（３）に
より放射遮フィルタ（２）に向けて反射させられ、該放射遮フィルタ（２）に熱として集
熱され、放射遮フィルタ（２）の熱伝導により系外に排熱され、そのことにより、電波透
過性材料（３）を透過した電波が電波検出器（４）により高感度測定されることを特徴と
する電波測定装置Ａの構成とした。
【実施例２】
【００４３】
　図２は、請求項２に従う電波測定装置Ｂを示す。電波測定装置Ｂは、前記第一シールド
（Ｑ）と、前記第一シールド（Ｑ）の中に、第一放射シールド（Ｑ）と同様の構造の大き
さが異なる放射シールド（Ｒ，Ｓ）が入れ子にされ、最後の放射シールド（Ｓ）の中に電
波検出器（４）が置かれている、電波測定装置Ｂであって、窓（１）を通して入射された
電波（Ｚ）に含まれる目的とする電波が放射シールド群（Ｑ，Ｒ，Ｓ）の各放射遮フィル
タ（２）により透過させられ、続いて、該透過電波に含まれる目的としない電磁波が放射
シールド群（Ｑ，Ｒ，Ｓ）の各電波透過性材料（３）により各放射遮フィルタ（２）に向
けて反射させられ、放射シールド群（Ｑ，Ｒ，Ｓ）の放射遮フィルタ（２）に熱として集
熱され、各放射遮フィルタ（２）の熱伝導により系外に排熱され、そのことにより、放射
シールド群（Ｑ，Ｒ，Ｓ）の各電波透過性材料（３）を透過した電波が最後の放射シール
ド（Ｓ）に置かれた電波検出器（４）により高感度測定されることを特徴とする電波測定
装置Ｂの構成とした。前記第一シール－ドの中に入れ子にされる放射シールド（Ｒ，Ｓ）
の窓は、省略できることもある。
【００４４】
　前記第一放射シールド及び第一放射シールドに入れ子にされる各放射シールドに載置さ
れる放射遮フィルタは、通常、金属ワイヤを介して冷凍機と接続され（図省略）、放射遮
フィルタに集熱された熱が排熱される。
【実施例３】
【００４５】
　図３は、本発明電波測定装置の組立て例を示す写図である。図３の写図Ａは、電波測定
装置Ｃを示す。電波測定装置Ｃは、第一放射シールド、第二放射シールド、及び第三放射
シールドを持つ。各放射シールドは、外断熱材の敷設に隠れてよく見えない。電波測定装
置Ｃは、直径５０８ｍｍ、高さ４８０ｍｍの円柱形をしており、放射遮フィルタ（２）に
は直径２６０ｍｍ、厚さ１０ｍｍの高密度ポリエチレンが使用され、電波透過性材料（３
）には、厚み２ｍｍ～３ｍｍ直径２１０ｍｍの発泡ポリスチレン樹脂シートを積層した材
料が使用されている。温度較正のための黒体（図示省略）は、室温（約３００Ｋ）に置き
、電波検出器（４）は直径２００ｍｍである。金属ワイヤ（５）は、第一放射シールド、
第二シールド及び第三シールドの各放射遮フィルタ（２）と冷凍機（６）を接続している
。図３の写図Ｂは電波透過性材料の一例として用いられるスタイロフォームを直径２１０
ｍｍ、厚さ３ｍｍにスライスして切り出した円板を積層（１７枚）したものを示す。他に
は、発泡ポリエチレン樹脂材料、発泡ナイロン樹脂材料、発泡ポリプロピレン樹脂材料、
発泡ポリテトラフルオロエチレン樹脂材料、発泡アクリル樹脂材料、等を例示することが
できる（図示省略）。
【実施例４】
【００４６】
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　図４は、放射遮フィルタ（２）と電波透過性材料（３）の配置及びこの配置により行わ
れる熱放射を説明する概略図である。前記電波透過性材料の積層枚数は、隙間を形成させ
ることが望ましいので、２枚以上である。この配置により、各層の間で放射熱が平衡状態
になる。熱放射性の電磁波は各層の電波透過性材料（３）により前記放射遮フィルタ（２
）に向けて反射されるので、多層化により侵入する電磁波の熱量換算としての熱量が減少
する。電波透過性材料（３）の積層枚数が多いほど侵入熱量は減少する。電波透過性材料
（３）の積層枚数を１０枚程度にすれば侵入熱量を１/１０程度に減少させることができ
る。積層枚数は所望に応じて適宜設定可能である。電波透過性材料（３）の積層枚数が少
ない時や第一放射遮フィルタ（２）の温度Ｔhighが小さい値の時はそれ以上の効果を発揮
する。電波透過性材料（３）としては熱伝導の小さな材料を使用しているので、各層の表
裏（Ｔtop, Ｔbottom）間でも熱伝導による熱平衡状態になるからである。
【実施例５】
【００４７】
　図５、図６は、前記電波測定装置Ｃを用いて行われる冷却試験の結果を示す。ファース
トステージ及びセカンドステージを備える冷凍機（住友重機械工業株式会社製造ＧＭ冷凍
機：ＲＤＫ－４０８Ｓ）を用いて冷却試験を行うった。図５のグラフＡは、第三放射シー
ルド内の電波透過性材料の下面の中心部と端部の温度差を示す。図５のグラフＢは、電波
透過性材料の積層枚数と入熱量Ｗの関係を示す。図６のグラフＣは、電波透過性材料によ
る電波透過性と積層枚数の関係を示す。グラフＣの縦軸の１は、透過率が１００％である
こと示す。電波透過率の測定は、異なる二つの測定器、フーリエ変換分光系（Fourier tr
ansform spectrometer）及びラジオ波信号発振器（radiowave signal generator）を用い
て行う。図７の表１は、第三放射シールド内の電波検出器の表面温度を示す。グラフの横
軸は、電波透過性材料の積層枚数である。
【００４８】
　グラフＡから、電波透過性材料の中央部と端部の上下面の温度差は、ほとんどないこと
がわかる。グラフＢから、入熱量を１Ｗ以下の小さな量に低減できることがわかる。グラ
フＣから、電波透過性材料により、目的とする周波数帯域の電波（ここでは４００ＧＨｚ
以下の電波）の電波透過性を損なうことなく、電波に含まれる１ＴＨｚ以上の電磁波の約
５％を１枚の電波透過性材料により除去することができることがわかる。また、電波に含
まれる電波法で定められる３ＴＨｚ以上の電磁波を９０％以上除去することが可能である
（図示省略）。また、目的とする電波の透過性は電波透過性材料の積層枚数の影響を受け
にくいことがわかる。表１から放射シールド内の電波検出器の表面温度を使用する極低温
冷凍機の冷却能力温度とほぼ同じ温度に到達させることができることがわかる。
【００４９】
　本発明電波測定装置の構成は、電波望遠鏡が目的とする電波の高感度測定のために用い
ることが可能であるので、本発明電波測定装置は、電波望遠鏡用の電波測定装置として用
いることができる。
【００５０】
　本発明電波測定装置の構成は、放射計が目的とする電波の高感度測定のために用いるこ
とが可能であるので、本発明電波測定装置は、放射計用の電波測定装置として用いること
ができる。
【００５１】
　本発明電波測定装置の構成は、気象衛星が目的とする電波の高感度測定のために用いる
ことが可能であるので、本発明電波測定装置は、気象衛星用の電波測定装置として用いる
ことができる。
【００５２】
　本発明電波測定装置の構成は、探査衛星が目的とする電波の高感度測定のために用いる
ことが可能であるので、本発明電波測定装置は、探査衛星用の電波測定装置として用いる
ことができる。
【００５３】
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　本発明電波測定装置の構成は、レーダーが目的とする電波の高感度測定のために用いる
ことが可能であるので、本発明電波測定装置は、レーダー用の電波測定装置として用いる
ことができる。
【００５４】
　本発明の構成は、前記電波透過性材料をテラヘルツ帯透過性材料に置き換えることによ
りテラヘルツ波測定装置としての利用が可能である。また、前記電波透過性材料を電磁波
透過性材料に置き換え、前記電波検出器を、ガンマ線、Ｘ線、紫外線、可視光線、近赤外
線、赤外線、遠赤外線、等の検出のための電磁波検出器に置き換えることにより、電磁波
の測定を行う電磁波測定装置としての利用が可能である。
【産業上の利用可能性】
【００５５】
　本発明は、電波望遠鏡用の電波測定装置、放射計用の電波測定装置、気象衛星用の電波
測定装置、探査衛星用の電波測定装置、レーダー用の電波測定装置、等、の多くの産業機
器に幅広く利用できる。
【符号の説明】
【００５６】
Ａ　電波測定装置
Ｂ　電波測定装置
Ｃ　電波測定装置
Ｑ　冷却される真空容器（第一放射シールド）
Ｒ　放射シールド
Ｓ　放射シールド
Ｚ　電磁波
１　窓
２　放射遮フィルタ
３　電波透過性材料
４　電波検出器
５　金属ワイヤ
６　冷凍機
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【図１】 【図２】

【図３】 【図４】
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【図５】 【図６】

【図７】
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【手続補正書】
【提出日】平成27年11月27日(2015.11.27)
【手続補正１】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００１９
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００１９】
　本発明は、上記構成であるので、以下の効果を発揮する。すなわち、
１．本発明は、冷却することができる真空容器内で、目的とする電波が放射遮フィルタを
透過させられ、透過電波に含まれる目的としない電磁波が前記放射遮フィルタの下方に載
置された電波透過性材料により前記放射遮フィルタに向けて反射させられ、該放射遮フィ
ルタに熱として集熱され、該放射遮フィルタの熱伝導により系外に排熱することができる
ので、効率的に真空容器内の温度を極低温に到達させることができる。その結果、冷却負
荷を従来の１/１０以下に低減させることが可能であり、大口径の電波測定を高感度で行
うことが可能である。
２．前記電波透過性材料として紫外線、可視光、赤外線および遠赤外線の反射が大きく且
つ断熱性の高い電波透過性材料を用いることができるので、前記熱放射性の電磁波による
ノイズを低減させると共に、真空容器内の温度を極低温に維持できる。その結果、従来よ
りも１０倍以上の高感度測定を可能にする。
３．本発明で用いられる電波透過性材料としては、電波透過性材料を２枚以上積層させた
材料であるのが好ましい。
４．前記電波透過性材料が有する反射性能の指標としての、反射させる電磁波を熱換算し
た時の単位時間当たりの熱量Ｈｒは、通常、１ＭＪ/ｍ２以上である。ここで、ｍ２は、
電波透過性材料の単位平面積である。
５．前記電波透過性材料の電磁波反射性についての他の指標として、目的とする周波数帯
域の電波の透過率及び目的としない周波数帯域の電磁波の透過率を与えることができる。
例えば、電波望遠鏡、放射計、気象衛星、探査衛星、レーダーの電波測定のためには、周
波数帯域の４００ＧＨｚ以下の電波の透過率が９０％以上であり、１ＴＨｚ以上の電磁波
の透過率が９５％以下である。
６．前記電波透過性材料の電磁波反射性は、前記４又は前記５のうちどちらかを満たすも
のであればよい。
７．前記電波透過性材料としては、発泡樹脂材料が好ましい。発泡樹脂材料は、目的とす
る電波を透過させる高い電波透過性と目的としない電磁波を反射させる性質を有するので
前記窓を大口径化しても冷凍機に新たな負荷を与えることがない。
８．本発明は、電波望遠鏡用の電波測定装置、放射計用の電波測定装置、気象衛星用の電
波測定装置、探査衛星用の電波測定装置、レーダー用の電波測定装置、等の多くの電波測
定装置として利用可能である。
【手続補正２】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００２７
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００２７】
　前記放射遮フィルタとは、電波に含まれる電磁波放射を遮蔽し、電波を透過させるため
のフィルタのことである。この放射遮フィルタは、目的とする電波を透過させることがで
きる。放射遮フィルタとして、目的とする電波を透過させるのに適したフィルタを適宜選
択できる。例えば、電波法で定められる３ＴＨｚ以下の電波を透過させるには、プラスチ
ック材料が適している。プラスチック材料には、発泡樹脂材料を用いることもできる。プ
ラスチック材料は、金属メッシュを挟んでもよい。前記発泡樹脂としては、例えば、ポリ
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エチレン樹脂、ポリプロピレン樹脂、ポリスチレン樹脂、ポリエチレンテレフタレート樹
脂、ポリテトラフルオロエチレン樹脂、アクリル樹脂、ポリカーボネート樹脂等が挙げら
れる。前記窓に発泡樹脂の放射遮フィルタを挿入しても良い。また、前記窓の直下に前記
電波透過性材料を載置することもできる。こうすることにより、前記窓の結露を抑制する
、二次的な効果が生じる。
【手続補正３】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００４３
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００４３】
　図２は、請求項２に従う電波測定装置Ｂを示す。電波測定装置Ｂは、前記第一シールド
（Ｑ）と、前記第一シールド（Ｑ）の中に、第一放射シールド（Ｑ）と同様の構造の大き
さが異なる放射シールド（Ｒ，Ｓ）が入れ子にされ、最後の放射シールド（Ｓ）の中に電
波検出器（４）が置かれている、電波測定装置Ｂであって、窓（１）を通して入射された
電波（Ｚ）に含まれる目的とする電波が放射シールド群（Ｑ，Ｒ，Ｓ）の各放射遮フィル
タ（２）により透過させられ、続いて、該透過電波に含まれる目的としない電磁波が放射
シールド群（Ｑ，Ｒ，Ｓ）の各電波透過性材料（３）により各放射遮フィルタ（２）に向
けて反射させられ、放射シールド群（Ｑ，Ｒ，Ｓ）の放射遮フィルタ（２）に熱として集
熱され、各放射遮フィルタ（２）の熱伝導により系外に排熱され、そのことにより、放射
シールド群（Ｑ，Ｒ，Ｓ）の各電波透過性材料（３）を透過した電波が最後の放射シール
ド（Ｓ）に置かれた電波検出器（４）により高感度測定されることを特徴とする電波測定
装置Ｂの構成とした。前記第一シールドの中に入れ子にされる放射シールド（Ｒ，Ｓ）の
窓は、省略できることもある。
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